（様式３-２）
参　加　資　格　確　認　書
令和８年　月　日
田　辺　市　長　　宛て
　　所在地
　　商号又は名称
　　　	　　代表者名(職・氏名) 	　　　	　　　　㊞

　「田辺市歴史公文書選別支援業務委託」に係るプロポーザルに参加するに当たり、各要件を次のとおり確認しました。
	項番
	要　　　　件
	確　認

	１
	本市の物品等入札参加資格を有する者である
	□　はい
□　いいえ

	２
	本市の入札参加資格停止を受けている期間中でない
	□　はい
□　いいえ

	３
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者である
	□　はい
□　いいえ

	４
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされている者でない。ただし、更生手続又は再生手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。
	□　はい
□　いいえ

	５
	国税を完納していること。市内業者又は田辺市内に受任営業所等を有する業者については、国税及び田辺市税を完納していること。ただし、新型コロナウイルス感染症の影響等による徴収猶予等の措置を受けている場合は、この限りでない。
	□　はい
□　いいえ

	６
	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団員法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる者に該当しないこと。
ア　暴力団員法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）
イ　法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者
ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団の利用等をしている者
エ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
オ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
カ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
キ　暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて本プロポーザル方式に参加しようとする者
	□　はい
□　いいえ

	７
	公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に属する者に該当しないこと。
	□　はい
□　いいえ

	８
	提案事業者は、本業務内で取り扱う利用情報等の個人保護及びデータ管理観点から、以下の認証のいずれかを取得し、会社としてのリスクマネジメント体制を構築していること。再委託先がある場合も、また、同様とする。
①　情報セキュリティマネジメントシステム
（ ISO/IEC 27001 又は JIS Q 27001 ）
②　プライバシーマーク
（ JIS Q 15001 ）
	□　はい
□　いいえ

	９
	提案事業者は、令和３年度以降、人口５万人以上の自治体において、文書管理システムの導入支援その他文書管理に関するコンサルティングを行った実績があること。
	□　はい
□　いいえ


※ 「確認」欄の該当箇所の□にレマークを記すこと。

